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令和７年度 北海道医療勤務環境改善支援センター事業計画 

 

Ⅰ 北海道医療勤務環境改善支援センターの目的 

 ・北海道内の医療機関が、自主的・自立的に勤務環境改善にかかる取組を進められるよう支援を行う。 

 ・北海道内の医療機関の勤務環境改善により、医療機関の経営の改善・安定化と、医師をはじめとす

る医療人材の定着・確保を図り、地域医療の継続を後押しする。 

 

 

Ⅱ 北海道医療勤務環境改善支援センターの業務 

１．自主的・自立的に勤務環境改善に取り組む医療機関への支援 

 

（１） 関係機関間における実務者連絡会議の開催 

 

北海道医療勤務環境改善支援センターの円滑な運営のため、北海道地域医療課、北海道労働局な

ど運営関係機関による「実務者連絡会議」を設置し、定期的な運営状況の報告・確認と情報交換を

行う。「実務者連絡会議」は、原則、1か月に 1回の開催とする。 

必要に応じて定例メンバー以外の関係機関・団体の参加を求め、より実効性のある検討・議論の

場とする。 

図表 2-1 体制図 
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（２） 医療機関への個別相談や各種調査 

 

（ア）医療機関からの相談対応 

  ・電話、ファクシミリ、メール、来訪のいずれもセンターで受け付ける。 

  ・専用ホームページを設置し、ホームページ経由でも相談を受け付ける。 

  ・アドバイザーが常駐し、相談・問い合わせに対応する。電話で解決できる内容については適宜回

答し、アセスメントが必要であると判断された場合には事務局内で打合せの上、相談先の医療機

関へヒアリングにうかがう。 

 

 （イ）相談記録の管理、集計・分析 

  ・受付簿に相談対応の記録を残し、アドバイザー間で情報を共有する。 

  ・受付簿は定期的に集計・分析し、支援技術の向上に活用する。 

 

 （ウ）道内医療機関を対象としたアンケート調査の実施 

 北海道の医療機関全体の勤務環境改善にかかる取組の現状把握・課題整理を目的として、年度内

の早い時期に、道内医療機関を対象としたアンケート調査を実施する。道内医療機関における特例

水準の指定の意向、タスクシフト・シェアや医療 DXの推進状況、医療人材の確保状況に財政支援

に関する活用意向などを把握し、病院のニーズに即した具体的な支援策の検討・実行、情報提供な

どにつなげる。 

  

  【調査対象】 

   ・調査対象は北海道内の全ての病院・有床診療所とする。 

    （病院 523ヵ所、有床診療所 304ヵ所、合計 827ヵ所） 
 

  【調査方法】 

   ・データ入力（Excel）による調査として実施する。 

   ・回収率の向上を目的として、北海道労働局、北海道によるかがみ文を封入する。調査票発送後

1週間程度を目途に「督促はがき」を送付して、可能な限り回収率を高めるよう努める。 

 

  【調査期間】 

   ・令和 7年 5月頃に実施する。 

 

  【主な調査項目】 

   医療機関の概要 

   ・特例水準の指定の意向 

   ・宿日直許可取得後の課題 

   ・働き方改革に関連する医師派遣への影響 

   ・タスクシフト・シェアや医療 DXの進捗状況 

   ・医療人材の確保状況 

・地域における病病連携、病診連携の課題 

・診療報酬における加算や補助金、助成金の活用状況 

   ・医療勤務環境改善支援センターについての認知状況、センターによる支援意向  など  
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（３） モデル医療機関の選定・支援 

北海道医療勤務環境改善支援センターによる支援プロセスと、医療機関における自主的な取組の

具体的な内容、取組によりもたらされた成果・効果をわかりやすく整理し、道内の医療機関の取組

の参考となる「モデル医療機関」を選定する。 

モデル医療機関への支援では、全職員に対するアンケート調査の実施、管理者や職員向けの詳細

なヒアリングの実施、業務分解やタイムスタディ調査の実施など、通常の支援の中では対応が難し

い支援メニューを活用し、より詳細な現状分析・課題把握を行う。  

 

（４） 医療機関における勤務環境改善の取組の情報収集と先進事例の紹介 

 道内、道外問わず、タスクシフト、AIの活用、業務内容や勤務体制の見直しなど、さまざまな取

組で効果を上げている事例について、厚生労働省、都道府県勤改センター、北海道、センターの医

業経営アドバイザーなどから情報を収集する。好事例については視察等を行い、具体的な取組方法

や成果などについてヒアリングし、今後のセンターの支援活動に役立てる。また、医療 DXの推進

に向けて、最新の ICT、AIなど、職員の負担軽減、業務効率化、医療の質向上に資する機器につい

て情報収集し、医療機関に情報提供できるよう、アドバイザー間で情報共有を行う。 

 

（５）関係団体との連携 

北海道医師会、北海道看護協会など、医療機関・医療人材との関わりが深い団体との協力なくて

は、センターによる円滑な支援実施は望めない。定期的な意見交換により情報交換・課題の共有を

行って、各会との連携による研修会・セミナーを企画・開催することとする。また、関係団体の協

力により、団体会員向けにセンターのチラシの配布や会報誌への記事掲載など、センターの活用を

促す啓発活動を実施する。 
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２．医師の時間外労働の上限規制に対応した支援 

 

（１） 特定労務管理対象機関における医師の労働時間の短縮に向けた支援 

特定労務管理対象機関については、「勤務間インターバル」「代償休息の確保」などの確認が行わ

れることから、運用手順等の改善策に関する助言等を行う。 

医師労働時間短縮計画（時短計画）は、PDCAサイクルの中で毎年、計画の見直しの必要性を検

討し、計画を変更する場合には、都道府県への届出を行うことになる。 

連携 B・B・C 水準の指定を受けた医療機関については、下記の状況を把握した上で、医療機関

の要請に応じて、時短計画の実施及び見直し等に関する支援と、適切な労務管理体制の整備や労働

時間の短縮に向けた助言等を「総合的な観点」から行う。 

 

・時短計画に係る医師の労働時間の短縮目標に係る達成状況 

・評価センターの評価を受審した際に指摘を受けた労務管理体制等に係るその後の改善状況 

 

 

（２） 時間外労働上限規制適用後の医療機関における様々な課題に対応した支援 

特例水準の解消に向けて、タスクシフト/シェアの進捗状況の把握、ICTや AIの導入に関する情

報提供などを行い、医師の労働時間短縮への取組が着実に進むよう支援を行う。特にタスクシフト

/シェアについては、タスクシフト/シェアをされる側の「業務が増える」という思いから、進まな

い、進みにくいといった医療機関が一定数あると思われる。タスクキルを行った後にタスクシフト

/シェアに進むという正しい流れを理解してもらい、前向きに取り組んでもらえるよう助言してい

く。 

 

（３） 医療法に基づく立入検査で指摘を受けた医療機関における改善の取組への支援 

医療法第 25 条第 1 項に基づき保健所が医療機関に対して行う立入検査において、全医療機関を

対象に医師の時間外・休日労働時間に応じた、適切な追加的健康確保措置の履行について確認が行

われることとなる。「面接指導の実施」、「面接指導実施後の就業上の措置」、「連続勤務時間制限」

「勤務間インターバル」「代償休息の付与」について、立入検査で指摘を受けた医療機関について

は、医療機関の要請により、改善方策等に関する助言等を行う。特定労務管理対象機関においては、

年間を通じて定期的に訪問し、実施状況の確認・助言を実施する。 
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３．医療機関の課題に対応した支援 

 

（１） 医療機関の課題の把握と解決に向けた支援 

センターによる支援は、「（ア）改善支援」「（イ）導入研修（講師派遣）」「（ウ）フォローアップ」の

3類型により実施する。 

 

（ア）改善支援 

医療機関における勤務環境改善に向けた取組を支援する。アドバイザーによる医療機関へのヒア

リングや各種調査から、現状・課題を分析し、整理された課題に基づき、「改善提案書」を作成の上、

具体的な支援を行う。 

 具体的な支援内容については、職員満足度調査の実施、院内における検討会議の運営支援、研修会

の実施、職員ワークショップの開催支援など適切な手法を採用し、効果的な勤務環境改善の取組とな

るよう努める。 

 

（イ）導入研修（講師派遣） 

医療機関が自主的に実施する労務管理に関する研修会・勉強会への講師派遣を行い、継続的な勤務

環境改善に向けた取組につなげる。研修の企画・運営を通じて医療機関との意見交換を行う中で、当

該医療機関における勤務環境改善にかかる課題を把握することに努め、個別支援につなげる。 

想定される研修テーマは、下記のとおりである。 

    ・基本的な労働ルール 

    ・ハラスメントの予防と対策 

    ・メンタルヘルス対策 など   

 

（ウ）フォローアップ 

支援が終了した医療機関に対し、院内フィードバックの方法や取組推進にかかる課題に対するア

ドバイスを行う。また、医療機関からの要請に応じて、育児介護休業法の改正にかかる対応すべきポ

イントを説明し、適切な労務管理が進むようフォローアップを行い、同時に各種補助金等の情報提供

を実施する。 

図表 2-2 センターによる支援のプロセス 
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４．その他 

 

（１） 勤務環境改善に資する研修の実施 

 

（ア） 医療機関における「働き方改革」の具体的な取組事例報告セミナーの開催 

 北海道内の医療機関が参考にできる医療機関における勤務環境改善にかかる具体的な取組事例

を紹介するセミナーを開催する。紹介する事例は、原則、北海道医療勤務環境改善支援センターが

関わっている医療機関、道内外で先行的な取組を行っている医療機関等とし、センターによる具体

的な支援の内容についても紹介することでセンターの活用促進につなげる。 

 

図表 2-3 「医療機関における「働き方改革」の具体的な取組事例報告セミナーの開催 概要 

項 目 内   容 

目  的 

・北海道内の医療機関が参考にできる医療機関における勤務環境改善に

かかる具体的な取組事例を紹介する。 

・センターによる具体的な支援の内容について紹介することでセンター

の活用促進につなげる。 

対  象 北海道内の医療機関（病院・診療所） 

開催場所・回数 

（予定） 

・Web開催  

・配信会場は札幌市 

実施時期 令和 8年 2月～3月頃 

開催規模（定員） ・100名程度を想定 

参加者募集方法 

・道内のすべての医療機関あてに郵送にてチラシを送付 

・北海道医師会を通じた道内医療機関への周知 

・北海道労働局の各労働基準監督署を通じた周知 

・北海道関係課を通じた公立病院・診療所への周知 

・「医療新聞」等専門誌への開催記事掲載依頼 

・ホームページでの告知・受付         など 

 

 

（イ） 関係機関・団体等との連携による研修・セミナーの企画・開催 

 北海道医師会、北海道看護協会など、医療機関・医療人材との関わりが深い団体との協力なくて

は、センターによる円滑な支援実施は望めない。定期的な意見交換により情報交換・課題の共有を

行って、各会との連携による研修会・セミナーを企画・開催することとする。 
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 （２） 地域における医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度に係る業務 

  平成 31年度の税制改革大綱において、「医師は全業種の中で最も長時間労働の実態にある」ことに

対応し、地域における安全で質の高い医療を提供するため、医師・医療従事者の勤務時間短縮に資す

る一定の設備について特別償却できることとされた。 

  特別償却の対象とする器具・備品等について、「都道府県に設置された医療勤務環境改善支援セン

ターの助言の下に作成した医師等勤務時間短縮計画に基づき取得した」ものであることが要件とさ

れている。 

  センターでは医療機関の求めに応じて課題の明確化を支援することで、医療機関による「医師等勤

務時間短縮計画」の策定にかかる助言を行い、課題解決に資する器具・備品等であることを確認する。 

 

【税制改革の大綱による制度の概要】 

①医師及び医療従事者の働き方改革の推進【拡充】 

○「医師は全業種の中で最も長時間労働の実態にある」ことに対応し、地域における安全

で質の高い医療を提供するため、医師・医療従事者の勤務時間短縮に資する一定の設備

について、特別償却をできることとする。 

【対象設備】医療機関が、都道府県に設置された医療勤務環境改善支援センターの助言の

下に作成した医師勤務時間短縮計画に基づき取得した器具・備品 

（医療用機器を含む）、ソフトウェアのうち一定の規模（30万円以上）のもの 

【特別償却割合】取得価格の 15％ 

出典：第 16回医師の働き方改革に関する検討会（平成 31年 1月 11日）参考資料 1より抜粋 
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【年間スケジュール】

 


